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（仮称）「千葉県施設更新・耐震化長期計画」（素案）に対する受水企業からの主な意見及び企業庁の考え方 
 

                                                                  

意見の内容       企業庁の考え方 
中期経営計画や長期計画の策定に

あたっては、前広な情報開示と意見 

聴取をお願いしたい。 
 

具体的な事業内容を示す中期経営計画策定の際は、できるだけ早い時期に

受水企業等に計画の説明を行い、意見を伺いながら策定してまいります。 
 

長期計画の素案では、料金改定の 

長期平準化も配慮しながら、段階的な

対応が図られたことから、素案を了と

致しますが、工事管理を行うとともに、

定期的に計画の検証及び見直しを実施

することで、一層の事業費削減に努め

て頂きたい。 
 

具体的な事業内容については、中期経営計画に位置付け、毎年度、事業  

実績を検証の上、評価を行うとともに、必要に応じて長期計画についても 

見直しを行うことにより、事業費削減に努めてまいります。 
 

 更新や耐震化が必要という説明の

方向性は理解できるが、具体的な事業

内容を示す中期経営計画策定の際は、

コスト削減に向け、受水企業の実務 

経験者や専門メーカー技術者も交え

た検討が必要であると考える。 

増員する計画となっているが、組織

体制のスリム化等による人件費も 

含む徹底したコスト削減に努めて 

欲しい。        

中期経営計画策定の際は、受水企業や専門技術者等に事業内容の説明を 

行い、意見を伺いながら策定してまいります。 
また、工事の実施に当たっては、設計段階において、専門のコンサル   

タント業者等を通じて、さまざまな取り組み、知見を集めながら進めてまい

ります。 
 
本計画では、事業により増加する業務量を職員で対応した場合の人件費を

見込んでおりますが、事業実施に当たっては、コスト削減や合理的な管理 

体制の構築に努めてまいります。 
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意見の内容       企業庁の考え方 
料金の値上げを検討する前に、  

未売水の問題や経費の削減（労務費の

削減等）に努めて欲しい。 
 

本計画の着実な推進を図りつつ、新たに整備される工業団地に進出する 

企業等への新規売水や一層のコストの削減に努めてまいります。 

事業内容については、多くの施設が

５０年近く経過し、事業継続には必要

不可欠なものと理解するが、投資額は

多大であり、受水企業との間で納得し

た方向性を求めることが重要である。 
計画期間が長期にわたることから、

事業年度ごとの事業評価や各地区の

財政状況に合わせた流動的な計画 

見直しを考えられたい。 
 

具体的な事業内容を示す中期経営計画策定の際は、受水企業等に計画の 

説明を行い、意見を伺いながら策定してまいります。 
 
 
 
具体的な事業内容については、中期経営計画に位置付け、毎年度、事業実

績を検証の上、評価を行うとともに、必要に応じて長期計画についても見直

しを行ってまいります。 
 

安定給水維持のために、長期計画 

は、必須であると考えるが、事業費を

カバーするために、料金や経営負担金

を増額することのないようにして 

欲しい。 

 

具体的な料金については、経営効率化に努め、過大な負担とならないよう

努めてまいります。 

施設の更新や改修工事等が必要と

なってきているが、事業費が増大  

しそうなので、料金体系に影響が及ば

ないようにして欲しい。 

 

具体的な事業内容については、中期経営計画に位置付け、毎年度、事業  

実績を検証の上、評価を行うとともに、必要に応じて長期計画についても見

直しを行うことにより、事業費が増大しないように努めてまいります。 
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意見の内容       企業庁の考え方 
施設規模の見直しは、弾力的に検討

するとのことだが、具体的には、どの

ように対応するのか。 

 

 

 

累積資金が多額になる地区は、料金

を値下げするという考えはないのか。 

 

浄水処理が２系統ある浄水場については、まず１系統を更新することによ

り安定給水を確保し、その後残りの１系統は耐震補強を計画していますが、

その実施については、工事実施時点の工業用水の需要動向を踏まえ、弾力的

に対応したいと考えています。 
 
 
今回の計画は、現行料金で必要な経費を確保できる地区は、現行料金で  

収支を見通しましたが、累積資金が多額となる地区の料金設定は、検討課題

と捉えており、中期経営計画策定の中で検討してまいります。 
 


